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エグゼクティブサマリー

エネルギー安全保障への懸念と新たな政策を踏まえて、IEA
は再生可能エネルギー電気の導入量予測を過去最大規模で上

方修正した

ロシアによるウクライナ侵攻が引き金となった史上初の世界的なエネルギー危

機によって、再生可能エネルギーの前例のない加速が始まった。化石燃料の供

給逼迫によって、自給可能な再生可能エネルギー電気の安全保障上の便益が強

く認識され、多くの国は再生可能エネルギー支援策を強化している。また、世

界的な化石燃料価格上昇によって、化石燃料に対する太陽光発電と風力発電の

競争力は向上している。

今後 5年間の再生可能エネルギー設備導入容量の拡大は、1年前の予測に比べて

大幅に加速する。IEA の主要ケースでは、2022－27 年にかけて再生可能エネル

ギー設備容量は約 2 400 GW（今日の中国の全発電設備容量に相当する規模）増

加する。過去 5 年間に比べて導入が 85％加速し、昨年のレポートにおける予測

に対し約 30％高い、過去最大の上方修正である。再生可能エネルギーは、本予

測期間中における世界の全発電設備導入容量の 90％以上を占める。中国、EU、

米国、インドが主にこの上方修正を牽引し、これらの国・地域は政策、規制、

市場の改革を進めると共に、エネルギー危機に対応して想定以上に迅速に新た

な政策を導入している。中国の第 14 次 5 カ年計画と市場改革、REPowerEU 計

画、米国のインフレ抑制法が、予測修正の主要因である。

再生可能エネルギーは 2027 年にかけて世界の電源構成に変

革をもたらし、最大の電源となる

再生可能エネルギーは、2025 年早期に石炭発電の発電電力量を上回り、世界最

大の電源となる。再生可能エネルギーの発電シェアは本予測期間中に 10％増加

し、2027 年には約 38％に達する。再生可能エネルギーは発電シェアを伸ばす唯

一の電源であり、石炭、天然ガス、原子力、石油は発電シェアを減らす。風力

発電と太陽光発電の発電電力量は今後 5 年間で倍増し、2027 年までに世界の全

発電電力量の約 20％を占める。変動再生可能エネルギーは、本予測期間中の全

再生可能エネルギー発電の発電電力量増加分の 80％を占め、追加的な電力シス

テムの柔軟性の拡大が必要となる。しかし、水力、バイオエネルギー、地熱、

集光型太陽熱等の負荷配分可能な再生可能エネルギー発電については、風力発

電や太陽光発電の電力システム統合において重要な役割を果たすにもかかわら

ず、これら電源の成長は依然として限定的なままである。

太陽光発電の設備容量は、2027 年までに石炭火力を上回り、世界最大の電源に

なる見通しである。太陽光発電の累積設備容量は、本予測期間中に約 1 500 GW
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拡大して現在比約 3倍に達し、2026 年までに天然ガス火力、2027 年までに石炭

火力の設備容量を上回る見通しである。太陽光発電の年間導入容量は、今後5年
間毎年増加を続ける。大規模太陽光発電は、足下の資材価格の上昇に伴い投資

コストが上昇しているが、世界の大多数の国において発電設備の新規導入を最

も低コストで実現できる手段である。住宅用等の分散型太陽光発電についても、

電力小売価格上昇や需要家の電気料金削減のための政策支援の拡大により、成

長が加速する。

世界の風力発電設備容量はほぼ倍増し、洋上風力発電が成長の 2 割を占める。

2022－27 年にかけて、約 570 GW の陸上風力発電が新規稼働する見通しである。

しかし、冗長な許認可手続きや不十分な系統増強によって、陸上風力発電の年

間導入容量は本予測期間終期にようやく 2020 年の年間導入記録を上回る見通し

である。洋上風力発電は世界中で導入が加速するが、中国では省レベルの政策

支援によって急速に拡大し、米国では本予測期間終期に大規模な洋上風力発電

市場が形成されるため、全世界に占める欧州の設備導入容量シェアは 2021 年の

50％から 2027 年には 30％まで低下する。 

政策の改善により 2050 年排出量ネット・ゼロとのギャップ

を縮めることができる

IEA の加速ケースでは、各国が政策、規制、許可、資金調達の課題に取り組む

ことで、再生可能エネルギー設備導入容量は主要ケース比で 25％拡大すること

が可能とされる。多くの先進国は、導入の課題、とりわけ許認可や系統増強に

関する課題に直面している。新興国では、政策や規制の不確実性が依然として

再生可能エネルギーの急速な拡大の障害である。開発途上国では、脆弱な送配

電設備と手頃な資金調達の欠如が、主要ケースにおけるプロジェクトの適時の

運転開始の障害である。各国がこれらの課題に取り組んだ場合、加速ケースに

おける再生可能エネルギー発電の導入容量は世界全体で約 3 000 GW 拡大するこ

とが見込まれる。この急速な成長が実現できれば、2050 年排出量ネット・ゼロ

達成に必要な再生可能エネルギー発電とのギャップを大幅に縮めることができ

る。

ロシアによるウクライナ侵攻は欧州における再生可能エネル

ギーの転換点である

戦争によって欧州のクリーンエネルギーへの移行が進んでいる。Fit-for 55 パッ

ケージの野心的な再生可能エネルギー目標についての議論の中で、EU はエネル

ギー危機に見舞われた。2022 年 2 月のロシアによるウクライナ侵攻後、エネル

ギー安全保障が再生可能エネルギーの導入加速を強力に後押しした。EU は、

2022年 5月発表に欧州委員会が発表した REPowerEU計画において、2027年ま

でにロシアへの化石燃料への依存を終えることを提案している。数ある目標の

中で、この計画は最終エネルギー消費に占める再生可能エネルギー比率を 2030
年に（かつて交渉中だった 40％を上回る）45％に引き上げることを目指してい

る。

IE
A.

 C
C

 B
Y 

4.
0.



再生可能エネルギー2022 エグゼクティブサマリー 

3 

 

欧州では、気候変動への野心的取組にエネルギー安全保障上の懸念が加わり、

2022－27 年にかけて再生可能エネルギー設備の容量増加は倍増する。多くの欧

州諸国は、目標をより高めるために行動計画を可決または提案する共に、政策

支援を拡大し、財務以外の課題に取り組んだ。IEA は EU の導入見通しを昨年の

レポート比で大幅に上方修正（30％増）し、ドイツ（50％上方修正）とスペイ

ン（60％上方修正）がこれを牽引した。ドイツは、再生可能エネルギー電気の

目標の引き上げ、オークション量の拡大、分散型太陽光発電に対する報酬の改

善、許認可の迅速化を実施した。スペインは、太陽光発電と風力発電の許認可

を合理化し、新たな再生可能エネルギープロジェクトに対する系統の受け入れ

容量を拡大した。 

運輸部門と熱部門では再生可能エネルギー導入が低迷し、EU 全体での再生可能

エネルギーのさらなる拡大を阻んでいる。IEAの主要ケースでは、輸送用エネル

ギー需要に占める再生可能エネルギー比率の伸びは 2020 年 9％から 2027 年

15％に止まり、EU の 2030 年目標と合致しない。電気自動車とバイオ燃料需要

が拡大するが、高い再生可能エネルギー比率を達成するための各国及び EUレベ

ルでのインセンティブはほとんど存在しない。冷暖房では、REPowerEU計画を

達成するためには、再生可能エネルギー比率の年間増加率を過去の約 4 倍にす

る必要がある。 

政策が改善されれば、EU は再生可能エネルギー導入を大幅に加速し、

REPowerEUの目標を達成することができる。IEAの主要ケースでは、全部門に

おいて REPowerEU 計画の目標を下回る。電力部門では、2030 年までに再生可

能エネルギー比率 69％を達成するために、年間の平均導入容量を太陽光発電は

30％、風力発電は 2 倍に引き上げる必要がある。風力発電と太陽光発電の導入

を加速するため、EU 加盟国は、許認可とライセンシングの迅速化、オークショ

ンスキームの拡張とスケジュールの明確化、再生可能エネルギーのコスト上昇

とエネルギー安全保障上の利点を加味したオークションの再設計、分散型太陽

光発電に対する報酬スキームの改善に取り組む必要がある。EU 政府がこれらに

迅速に取り組めば、加速ケースでは主要ケースより 30％高い成長が見込まれ、

野心的な REPowerEU 目標の軌道に乗せることができる。運輸部門については、

各国はバイオ燃料と電気自動車を含む、より野心的な輸送の脱炭素化プログラ

ムを実施する必要がある。加速ケースでは、運輸部門の再生可能エネルギー比

率は 2027 年 20％に上昇し、2030 年 29％を目指す EU 目標とのギャップが縮ま

る。冷暖房については、ヒートポンプの普及を加速するため、投資促進のため

のインセンティブや規制、家庭向け低利融資を通じて、高い初期費用を克服す

る必要がある。 

市場介入によって市民を高コストから保護する必要はあるが、再生可能エネル

ギーへの新規投資のビジネスケースを損なってはならない。2022 年 10 月、欧

州理事会は、脆弱な消費者をエネルギー価格の高騰から保護することを目的と

して、発電事業者に対する超過利益課税を含む緊急規則を可決した。この介入

の論理性は高いが、介入の影響については再生可能エネルギー事業者の新規プ

ロジェクト投資能力に対する影響の可能性との関連で評価する必要がある。現

在欧州で導入及び提案されている市場介入（卸売上限価格や超過利益税等）は、

適切な設計や各国間の調整がなければ、再生可能エネルギー投資に不確実性を
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もたらす可能性がある。さらに、足下のエネルギー危機によって、将来の電力

市場設計に関する EU 内での新たな議論が EU 内が始まった。基本的に、これら

の提案された改革により、市場主導による再生可能エネルギーの導入やエネル

ギー安全保障の確保、柔軟性資源への投資が促進される。ただし、あらゆる提

案は、投資家に対する想定外の不確実性を回避するため、明確なタイミングの

下、全ての利害関係者を巻き込み、慎重かつ透明性を持って準備する必要があ

る。

中国、米国、インドは今後 5 年間で再生可能エネルギー導入

容量を倍増し、全世界の増加の 3 分の 2 を占める 
中国は、風力発電と太陽光発電に対する補助金の段階的廃止にもかかわらず、

今後 5 年間で成長が加速し、2022－27 年にかけて全世界で新規導入される再生

可能エネルギー設備容量の約半分を占める。中国の再生可能エネルギーに関す

る新たな第 14 次 5 カ年計画における政策ガイドラインと目標を踏まえ、今年は

昨年の見通しに比べ 35％上方修正した。極めて野心的な新たな再生可能エネル

ギー導入目標や市場改革、省政府の強力な支援によって、再生可能エネルギー

の長期的な収益が確保される。中国の多くの省では、大規模再生可能エネルギ

ーの価格は規制された石炭火力より低いため、急速に導入が進んでいる。主要

ケースでは、中国は風力発電及び太陽光発電の 2030 年導入目標 1 200 GW を 5
年前倒しで達成することが見込まれる。

米国では、インフレ抑制法（IRA）によって、風力発電及び太陽光発電プロジ

ェクトに前例のない長期の政策予見性がもたらされる。2022 年 8 月に可決され

た IRA では、再生可能エネルギーに対する税額控除が 2032 年まで延長された。

また、全米 50 州のうち 37 州は、再生可能エネルギー導入拡大を支援するため

の供給義務化基準（RPS）や目標を定めている。米国の風力発電および太陽光

発電の年間の設備導入容量は、2027 年までに 2021 年比で倍増する。今日の米

国における明確かつ長期的な政策予見性を踏まえると、残った不確実性はサプ

ライチェーン制約、貿易措置、送配電網の不足、冗長な許認可等である。

インドでは、本予測期間中に新規設備の導入容量が倍増する見込みである。太

陽光発電が成長を牽引し、非化石発電設備容量 2030 年 500 GW という政府の野

心的目標達成に向けて実施される競争的オークションによって加速される。

米国とインドの新たな政策によって、より多様な世界の太陽

光発電製造がもたらされる可能性がある

インドと米国における太陽光発電製造に対する 2022－27 年の投資額は、過去 5
年比で 7 倍の約 250 億米ドルに達する見込みである。インドの生産連動型イン

センティブ（PLI）イニシアチブは、中国の最低コストの製造業者との投資ギャ

ップを約 80％縮める。一方、生産税額控除を完全に収益化することで、米国に

おいて太陽光発電製造の全セグメントが最低コストの製造業者と同等のコスト

になる可能性がある。製造補助金に加えて、太陽光発電設備に対する輸入関税
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と自国産部品優遇制度によって、インドと米国のプロジェクト開発事業者は国

内製造品の購入が促進される。 

太陽光発電サプライチェーンは多様化しつつあるが、依然として中国が支配を

続ける。米国とインドでの投資が増加しているが、中国は本予測期間中に世界

の他地域の3倍以上に相当する900億米ドルを投資する見通しである。しかし、

全世界の製造能力に占める中国のシェアは、製造セグメントに応じて足下の 80
－95％から 75－90％まで僅かに低下する可能性がある。また、各国が太陽光発

電設備の輸入制限と国産優遇の貿易政策を維持する場合、設備製造の地理的分

布が拡大し、2027年までに中国のシェアはセグメント毎に 60－75％まで大幅に

低下する可能性がある。また、投資計画を踏まえた供給量は、2027 年までの最

も楽観的なケースにおける需要量さえも大幅に上回る規模である。大幅な需要

拡大がなければ、中国の全製造セグメントにおける工場稼働率は足下の半分に

低下する可能性がある。 

政策支援を受けて、風力発電と太陽光発電による水素製造は

新たな成長分野となりつつある 
全世界の水素製造用の再生可能エネルギー設備容量は、今後 5 年間で 100 倍に

増加し、産業と運輸の脱炭素化の機会を提供する。全大陸 25 カ国以上で導入さ

れた政策と目標によって、2022－27 年の水素製造用の風力発電及び太陽光発電

設備容量は 50 GW に達することが見込まれる。この拡大は地理的に多様化して

おり、中国が成長を牽引し、オーストラリア、チリ、米国が続く。これら 4 市

場における水素製造用の再生可能エネルギー設備容量は全世界の約 3分の 2を占

める。水素製造用の再生可能エネルギー設備容量は主要ケースにおける設備容

量の 2％に過ぎないが、水素輸出の可能性を有する中東・北アフリカ、中南米に

おけるシェアはかなり高く、各々13％、5％に達する。 

気候変動とエネルギーの目標がバイオ燃料の力強い見通しを

下支えする 
世界のバイオ燃料需要は、主要ケースでは 2022－27 年にかけて年間 35 000 百

万リットル（20％）増加する。米国、カナダ、ブラジル、インドネシア、イン

ドが全世界のバイオ燃料の需要拡大の 80％を占め、これら 5 カ国全てが成長を

下支えする包括的政策パッケージを有する。再生可能ディーゼルは、主に先進

国で策定された温室効果ガス排出削減策によって、初めて需要拡大を牽引する

見込みである。バイオジェット燃料需要は、主要ケースでは 2021 年の 35 倍に

相当する年間 3 800 百万リットルまで大幅に拡大し、ジェット燃料の総消費量

の約 1％ を占める。昨今の米国の税制優遇措置や EUの ReFuelEU目標によって

バイオジェット燃料の成長が促進される。一方、エタノールとバイオディーゼ

ルの利用拡大はほぼ全て新興国で起こり、石油輸入を減らしつつ、固有資源の

活用を通じて地域経済を潤すことを目指している。 
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廃棄物と残渣はバイオ燃料の成長を牽引するが、供給不足を

回避するための取組が必要である 
2027 年までの新規バイオ燃料生産の 3 分の 1 が廃棄物と残渣由来である。欧州

と米国の運輸部門からの温室効果ガス削減のための政策により、廃棄物と残渣

の需要が世界的に高まっている。米国インフレ抑制法を踏まえ、バイオジェッ

トと再生可能ディーゼルの予測を 20％上方修正した。この政策は温室効果ガス

排出原単位の低い燃料を優遇し、バイオ燃料生産者が廃棄物と残渣に重点的に

取り組むよう促す。欧州では、既存の再生可能エネルギー指令と EU加盟国の政

策によって、廃棄物と残渣由来のバイオ燃料が優遇される。欧州でも、バイオ

燃料成長分のほぼ全量が再生可能ディーゼルとバイオジェットに用いられる。

シンガポールと中国も、欧州及び米国市場に供給するため、廃棄物と残渣由来

の再生可能ディーゼル及びバイオジェットの生産を拡大している。 

かつてないバイオ燃料の需要の伸びによってサプライチェーンに負荷がかかっ

ているが、政府の政策やイノベーションによって緩和できるかもしれない。廃

油および残留油脂の需要は、2027 年までに最も入手しやすい供給源からの供給

をほぼ使い果たす見通しである。先進国では、供給量が限られているため、バ

イオディーゼル、再生可能ディーゼル、バイオジェットの生産者は、大豆油や

菜種油等の従来型植物油の確保に動いている。バイオ燃料生産専用の植物油の

供給量は本予測期間中に 17％から 23％まで拡大する。しかし、旺盛な需要に起

因する価格上昇によって、企業や政府は原材料サプライチェーンの改善や新た

な供給源の模索、新しい技術開発を推進する。政策やイノベーションによって

未利用の供給を可能とし、技術開発が促進されることで、持続可能なバイオ燃

料の製造に広く利用可能な原料が使用される可能性がある。 

再生可能熱の需要は増えるが、化石燃料使用をまかなうほど

急速ではない 

熱用途の近代的再生可能エネルギー消費量は、2022－27 年に約 3 分の 1 増加す

ることが見込まれ、熱部門における再生可能エネルギーの近代的利用は 2027 年

までに 11％から 14％に拡大する。再生可能熱は、今日のエネルギー危機を踏ま

えたエネルギー安全保障上の懸念から、特に EUにおいて政策モメンタムを得て

いる。産業部門と民生部門では、電力部門の再生可能エネルギー比率の上昇や

ヒートポンプ等による暖房用電力への依存度の高まりが、再生可能エネルギー

熱の成長を牽引する。しかし、再生可能熱の成長は、化石燃料ベースの熱消費

をまかなうには不十分である。  
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本文書の原文は英語である。IEAは本和訳が原文に忠実であるようあら
ゆる努力をしているが、多少の相違がある可能性もある。
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